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指定地域密着型介護老人福祉施設 

特別養護老人ホームちとせノ杜 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 

あなたに対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供にあたり、介護

保険法に関する指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十

八年三月十四日厚生労働省令第三十四号）第３条の７に基づいて、当施設があなたに説明す

べき重要事項は次のとおりです。 

 

1． 事業者の概要  

事業者の名称   社会福祉法人いずみノ杜 

法人の所在地   山形県山形市落合町２０５番地 

 法人の種別   社会福祉法人 

 代表者名   理事長 二ッ森 竜也 

 法人設立年月日   平成２２年６月４日 

 電話番号・FAX 番号   （電話）023-634-5525 （FAX) 023-634-5520 

 

２．施設の概要 

 施設名称   特別養護老人ホームちとせノ杜 

 所在地   山形県山形市落合町２０５番地 

 施設長   高橋 圭祐（たかはし けいすけ） 

 電話番号・FAX 番号   （電話）023-634-5525 （FAX) 023-634-5520 

 事業の種類   地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

入所定員 ２９人 

指定年月日・指定番号 平成２３年４月１日 ・ 0690100292 

外部評価 第三者評価の実施状況なし 

 

３．事業の目的と運営の方針 

（１） 施設は、入所者一人一人の意思及び人格を尊重し、少数の居室及び当該居室に近接

して設けられる共同生活室（以下「ユニット」という。）ごとにおいて地域密着型施設サー

ビス計画に基づきその居宅における生活への復帰を念頭において、入所前の居宅における

生活と入所後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入所者

が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営めるよう支援することを目指すものと

する。 
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（２） 施設は、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、山形市、居宅介護支援事

業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携に努めるものとする。 

 

４．施設の概要 

（１）敷地及び建物の概要 

 敷地 5259.36 ㎡ 

 構造 木造平屋 

建物 延床面積 1987.88 ㎡ 

 利用定員 29 人 

 

（２）居室及び主な設備 

居室・設備の種類 室数など 

１人部屋 29 室（14.27 ㎡×13 室 13.51 ㎡×16 室） 

ユニット 月ノ郷 10 名・星ノ郷９名・陽ノ郷 10 名 

共同生活室 24.55 ㎡（月ノ郷）、25.92 ㎡（星ノ郷）27.64 ㎡（陽ノ郷） 

トイレ １０室（3.312 ㎡、3.589 ㎡）（月ノ郷は居室にトイレ付） 

浴室 37.54 ㎡,28.00 ㎡（一般個浴、中間浴、ストレッチャー浴） 

医務室 1 室（13.05 ㎡）※小規模多機能型居宅介護事業所と共用 

 

５．入所に関する事項 

（１）入所の条件 

① 当施設では入所決定過程の透明性・公平性の確保と入所の必要な方が円滑に入所で

きることを目的とした、山形県老人福祉施設協議会が策定した「特別養護老人ホーム

入所指針」により、合議による入所決定を行っております。 

② 入所は介護認定の結果、原則要介護３～５と認定された方、要介護１～２で山形市が

「特例入所要件を満たしている」と判断した方が対象となっております。特例入所の

要件は以下になります。 

○認知症であることにより、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困

難さが頻繁に見られ、在宅生活が困難である。 

○知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通

の困難さ等が頻繁に見られ、在宅生活が困難である。 

○家族等による深刻な虐待が疑われる等により心身の安全・安心の確保が困難であ

る。 

○単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により、家族等による支援が期

待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が十分に認められないこ

とにより、在宅生活が困難な状態である。 

③ 当施設は医療機関ではありませんので、入院治療を必要とする方は入所できません。 
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６．職員の配置状況 

当施設では、入所者に対して地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供する職

員として、以下の職種の職員を配置しています。 

 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

（令和７年４月１日現在） 

職種 配置人数 

① 施設長 １名 常勤 

② 医師 １名（嘱託） 非常勤 

③ 生活相談員 １名 常勤 

④ 介護職員 １７名 常勤１５名・非常勤２名 

⑤ 看護職員 ３名 常勤２名、非常勤１名 

⑥ 栄養士又は管理栄養士 １名 非常勤 

⑦ 機能訓練指導員 １名 

（あん摩マッサージ指圧師） 
非常勤 

⑧ 介護支援専門員 １名 常勤 

⑨ 事務員 １名 常勤 

⑩ 調理員 ３名 委託 

 

７．サービスの概要 

種 類 内 容 

日常生活 

支援 

・寝たきり防止のため、できる限りの離床を援助します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう援助します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、また適切な整容が行なわれるよ

う援助します。 

・日常生活における家事を、心身の状況に応じてそれぞれの役割を

持って行えるような支援を致します。 

食事 

・心身の状況や生活習慣を尊重し適切な時間に食事を提供し、その支

援を行います。 

（食事時間） 

朝食 7:30～9:00  昼食 12:00～13:30  夕食 18:00～19:30 

入浴 

・入所者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことがで

きるよう、適切な方法により、入所者に入浴の機会を提供するもの

とします。ただし、やむを得ない場合には、清拭を行うことをもっ

てこれに代えることがあります。 
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排せつ 

・排せつの自立を促すため、入所者の身体能力を最大限活用した援助

を行います。 

・おむつを使用せざるを得ない入所者については、排せつの自立を図

りつつ、そのおむつを適切に取り替えます。 

機能訓練 ・日常生活を送るために必要な機能の回復又はその減退を防止する

ための訓練を実施します。 

教養娯楽 
・当施設では、必要な教養娯楽設備を整えるとともに、施設での生

活を実りあるものとするため、適宜レクリエーション行事を企画

します。 

健康管理 ・嘱託医師により、月２回診察日を設けて健康管理に努めます。また、

緊急等必要な場合には嘱託医師による往診、あるいは協力医療機関

を受診します。他の医療機関を受診する際にも責任をもって引継ぎ

ます。 

・入所者が外部の医療機関に通院する場合は、その介添えについて相

談をおこない、できるだけ配慮します。 

（当施設の嘱託医師） 

    医  師 根本 元 

    治療科目 内科・外科・循環器内科・心臓血管外科 

    所在地  〒990-0021 山形市小白川四丁目 8-13 

    電 話  ０２３－６２８－５６５６ 

社 会 生 活

上の便宜 

・行政機関に対する手続きが必要な場合において、入所者及び家族の

状況によっては、代わりに行います。 

相 談 及 び
助言 

・当施設は、入所者およびその家族からのいかなる相談についても誠

意をもって応じ、可能な限り必要な援助を行うよう努めます。 

（相談窓口） 生活相談員    田村 マユミ 

介護支援専門員  鈴木 陽子 

 

８．入所者負担金  

（１）介護保険法が定める法定料金（令和４年１０月改定介護報酬対応） 

原則として費用の１割が負担金となります。ただし、一定以上の所得のある方は、２割負

担または３割負担となります。 

※一定所得 

２割負担の場合・・・本人の合計所得金額が１６０万円以上で、同一世帯の第１号被保険

者の公的年金等収入＋その他の合計所得金額が単身世帯で２８０万円以上、２人以上世

帯で３４６万円以上 

３割負担の場合・・・本人の合計所得金額が２２０万円以上で、同一世帯の第１号被保険

者の公的年金等収入＋その他の合計所得金額が単身世帯で３４０万円以上、２人以上世

帯で４６３万円以上 
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① 基本サービス料金 

介護認定 単位数 
1 日の介護報酬

額（円） 

1 日の自己負担額

（1 割負担の方）

（円） 

1 日の自己負担額

（2 割負担の方）

（円） 

1 日の自己負担額

（3 割負担の方）

（円） 

要介護１ ６８２ ６，８２０ ６８２ １，３６４ ２，０４６ 

要介護２ ７５３ ７，５３０ ７５３ １，５０６ ２，２５９ 

要介護３ ８２８ ８，２８０ ８２８ １，６５６ ２，４８４ 

要介護４ ９０１ ９，０１０ ９０１ １，８０２ ２，７０３ 

要介護５ ９７１ ９，７１０ ９７１ １，９４２ ２，９１３ 

 

 

② 加算、減算料金等 

区     分  

 
介護報酬額

（円） 

自己負担額  

（１割負担の方）

（円） 

自己負担額  

（２割負担の方）

（円） 

自己負担額 

（３割負担の方）

（円） 

安全対策体制加算 入所時 1 回限り ２００ ２０ ４０ ６０ 

科学的介護推進体制加算（Ⅰ） １か月あたり ４００ ４０ ８０ １２０ 

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） １か月あたり ５００ ５０ １００ １５０ 

ADL 維持等加算（Ⅰ） １か月あたり ３００ ３０ ６０ ９０ 

ADL 維持等加算（Ⅱ） １か月あたり ６００ ６０ １２０ １８０ 

日常生活継続支援加算 １日あたり ４６０  ４６ ９２ １３８ 

看護体制加算（Ⅰ）イ １日あたり １２０  １２ ２４ ３６ 

看護体制加算（Ⅱ）イ １日あたり ２３０  ２３ ４６ ６９ 

夜勤職員配置加算（Ⅱ）イ １日あたり ４６０  ４６ ９２ １３８ 

夜勤職員配置加算（Ⅳ）イ １日あたり ６１０  ６１ １２２ １８３ 

個別機能訓練加算（Ⅰ） １日あたり １２０  １２ ２４ ３６ 

個別機能訓練加算（Ⅱ） １か月あたり ２００ ２０ ４０ ６０ 

夜勤職員配置加算（Ⅳ）イ １日あたり ６１０  ６１ １２２ １８３ 

個別機能訓練加算（Ⅰ） １日あたり １２０  １２ ２４ ３６ 

個別機能訓練加算（Ⅱ） １か月あたり ２００ ２０ ４０ ６０ 

若年性認知症入所者受入加算 １日あたり １,２００ １２０ ２４０ ３６０ 

常勤専従医師配置加算  １日あたり ２５０  ２５ ５０ ７５ 

精神科医師定期的療養指導加算  １日あたり ５０   ５ １０ １５ 

障害者生活支援体制加算（Ⅰ） １日あたり ２６０ ２６ ５２ ７８ 

障害者生活支援体制加算（Ⅱ） １日あたり ４１０ ４１ ８２ １２３ 

入院、外泊時費用 

（月に６日を限度） 
１日あたり ２,４６０ ２４６ ４９２ ７３８ 
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外泊時在宅サービスを利用し

たときの費用（月に６日を限度） 
１日あたり ５,６００ ５６０ １,１２０ １，６８０ 

初期加算（入所後３０日及び 

３０日を超えて入院し再び施設

に入所した後の３０日） 

１日あたり ３００  ３０ ６０ ９０ 

通所前訪問相談援助加算 

退所後訪問相談援助加算 
1回限り ４,６００ ４６０ ９２０ １，３８０ 

退所時相談援助加算 １回限り ４,０００ ４００ ８００ １，２００ 

退所前連携加算 １回限り ５,０００ ５００ １,０００ １，５００ 

退所後連携加算 １回限り ５,０００ ５００ １,０００ １，５００ 

退所時栄養情報連携加算 １回限り ７００ ７０ １４０ ２１０ 

配置医師緊急時対応加算 

早朝・夜間

の場合／回 
６,５００ ６５０ １,３００ １，９５０ 

深夜の場合

／回 
１３,０００ １,３００ ２,６００ ３，９００ 

栄養マネジメント強化加算 １日あたり １１０  １１ ２２ ３３ 

再入所時栄養連携加算 １回限り ２０００ ２００ ４００ ６００ 

経口移行加算  １日あたり ２８０  ２８ ５６ ８４ 

経口維持加算（Ⅰ） １か月あたり ４,０００  ４００ ８００ １，２００ 

経口維持加算（Ⅱ） １か月あたり １,０００ １００ ２００ ３００ 

口腔衛生管理加算（Ⅰ） １か月あたり ９００ ９０ １８０ ２７０ 

口腔衛生管理加算（Ⅱ） １か月あたり １，１００  １１０ ２２０ ３３０ 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） ３か月あたり １０００ １００   ２００   ３００ 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） １か月あたり ２０００ ２００ ４００ ６００ 

排せつ支援加算（Ⅰ） １か月あたり １００ １０ ２０ ３０ 

排せつ支援加算（Ⅱ） １か月あたり １５０ １５ ３０ ４５ 

排せつ支援加算（Ⅲ） １か月あたり ２００ ２０ ４０ ６０ 

自立支援促進加算 １か月あたり ３０００ ３００ ６００ ９００ 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） １か月あたり ３０ ３ ６ ９ 

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） １か月あたり １３０ １３ ２６ ３９ 

療養食加算 １回あたり ６０  ６ １２ １８ 

看取り介護加算（Ⅰ） 

（死亡日以前 31～45 日前） 
１日あたり ７２０  ７２ １４４ ２１６ 

看取り介護加算（Ⅰ） 

（死亡日以前 31～45 日前） 
１日あたり ７２０  ７２ １４４ ２１６ 

（死亡日以前 4～30日前） １日あたり １,４４０ １４４ ２８８ ４３２ 

（死亡日の前日・前々日） １日あたり ６,８００ ６８０ １,５６０ ２，０４０ 
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（死亡日） １日あたり １２,８００ １,２８０ ２,５６０ ３，８４０ 

看取り介護加算（Ⅱ） 

（死亡日以前 31～45日前） 
１日あたり ７２０  ７２ １４４ ２１６ 

（死亡日以前 4～30日前） １日あたり １,４４０ １４４ ２８８ ４３２ 

（死亡日の前日・前々日） １日あたり ７,８００ ７８０ １,３６０ ２，３４０ 

（死亡日） １日あたり １５,８００ １,５８０ ３,１６０ ４，７４０ 

在宅復帰支援機能加算 １日あたり １００  １０ ２０ ３０ 

      

在宅・入所相互利用加算 １日あたり ４００ ４０ ８０ １２０ 

認知症専門ケア加算（Ⅰ） １日あたり ３０  ３ ６ ９ 

認知症専門ケア加算（Ⅱ） １日あたり ４０ ４ ８ １２ 

認知症行動・心理症状緊

急対応加算 

１日あたり
（入所から 

７日を限度） 
２,０００ ２００ ４００ ６００ 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） １日あたり ２２０ ２２ ４４ ６６ 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １日あたり １８０ １８ ３６ ５４ 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） １日あたり ６０ ６ １２ １８ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 
所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数で算定 

（×１４.０％） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 
所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数で算定 

（×１３.６％） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 
所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数で算定 

（×１１．３％） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 
所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数で算定 

（×９．０％） 

身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の１０％の減算 

＊加算料金とは、施設の職員や取り組み等によってお支払いいただく料金です。 

 尚、各加算の新規算定及び取り下げの際は、別紙にてお知らせし、同意を頂きます。 

③ 上記利用料については、所得に応じた下記減免措置の制度があります。 

④ 食費について胃瘻などの措置により、施設で通常定めた食事の料金より高額になる

場合があります。（医療的指摘があった場合）その場合、通常の食費より超えた部分

に関して別途請求させて頂くことがあります。 

（２）高額介護サービス費の支給 

１か月の間に支払った在宅や施設で利用した介護保険サービスの自己負担額（１割、２割

または３割負担分）が高額になり、合計して限度額を超えた場合は、申請により高額介護

（介護予防）サービス費が支給されます。 
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高額介護（介護予防）サービス費の限度額（１か月） 

第１段階 

生活保護受給者 個人単位 １５，０００円 

住民税非課税世帯で老齢福祉年金の受給者 
個人単位 １５，０００円 

世帯合計 ２４，６００円 

第２段階 
住民税非課税世帯で、公的年金等収入及び 

その他の合計所得金額の合計が８０万円以下 

個人単位 １５，０００円 

世帯合計 ２４，６００円 

第３段階 住民税非課税世帯で、第２段階以外 世帯合計 ２４，６００円 

第４段階 

第１段階から第３段階以外で、課税所得 380 万円未満

（年収～約 770 万円の第 1 号被保険者いる世帯 
世帯合計 ４４，４００円 

第１段階から第３段階以外で、課税所得 380 万円以上

690 万円未満（年収約 770 万円～約 1,160 万円）の第

1 号被保険者いる世帯 

世帯合計 ９３，０００円 

第１段階から第３段階以外で、課税所得 690 万円以上

（年収約 1,160 万円~）の第 1 号被保険者いる世帯 
世帯合計 １４０，１００円 

（３）所定料金（介護保険法で基本サービスとは別に入所者が自己負担することとされ、 

施設ごとに入所者との契約に基づくものとされているもの） 

① 食事代 １日あたり １,５００円 

 ※食事代については、所得に応じた下記減免措置の制度があります。 

② 居住費 １日あたり ２,０６６円 

 ※居住費については、所得に応じた下記減免措置の制度があります。 

段階 対象者 居住費 食費 

第１段階 

世帯員（世帯を分離している配偶

者を含む）が住民税を課税されて

いない方で老齢福祉年金を受給

されている方、生活保護を受給さ

れている方 

 

８８０円 ３００円 

第２段階 

世帯員（世帯を分離している配偶

者を含む）が住民税を課税されて

いない方で合計所得金額と課税

年金収入額と非課税年金収入額

の合計が８０万円以下の方 

預貯金額が

単身で６５

０万円（夫婦

で１，６５０

万円）以下 

８８０円 ３９０円 

第３段階

① 

世帯員（世帯を分離している配偶

者を含む）が住民税を課税されて

いない方で合計所得金額と課税

年金収入額と非課税年金収入額

の合計が８０万円超 120 万円以

下の方 

預貯金額が

単身で５５

０万円（夫婦

で１，５５０

万円）以下 

１，３７０円 ６５０円 
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第３段階

② 

世帯員（世帯を分離している配偶

者を含む）が住民税を課税されて

いない方で合計所得金額と課税

年金収入額と非課税年金収入額

の合計が 120 万円超の方 

預貯金額が

単身で５０

０万円（夫婦

で１，５００

万円）以下 

１，３７０円 １，３６０円 

第４段階 上記以外の方  ２，０６６円 １，５００円 

※ 非課税年金とは遺族年金・障害年金等になります。 

※ 以下の条件を全て満たす場合は、自己負担額がさらに軽減される場合があります。 

（社会福祉法人等による利用者負担軽減制度） 

⚫ 年間収入が単身世帯で１５０万円（２人世帯の場合は２００万円）以下 

⚫ 預貯金等の額が単身世帯で３５０万円（２人世帯の場合は４５０万円）以下 

⚫ 自宅以外に家屋等を所有していない（入所者名義） 

⚫ 負担能力のある親族等に扶養されていない 

⚫ 介護保険料を滞納していない 

 

③ 理髪・美容料 

ご希望があれば１ヶ月に一度、訪問サービスの理容師・美容師による訪問サービスをご

利用して頂くことが出来ます。 

・利用料金：１回あたり１,７００円（顔剃りは別途８００円） 

④ 予防接種 

・医療機関が定めた額 

⑤ 入院・通院費 

・医療保険制度による自己負担分 

⑥ レクリエーション、クラブ活動 

入所者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加して頂くことが出来ます。 

・利用料金：材料代等の実費 

⑦ 日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等入所者の日常生活に要する費用で入所者にご負担していただ

くことが適当であるものに係る費用をご負担願います。 職員による購入代行もおこな

っております。おむつ代は介護保険給付対象となっています。ご負担の必要はありませ

んが、外出・外泊・入院時に持ち出される場合は実費をご負担願います。 

⑧ 入所時送迎サービス 

  入所者及び家族からの希望により、送迎サービスを利用できます。 

  ※希望日を前日までにご連絡頂き、施設でその可否を決定します。 

  別紙４）において、施設送迎に関する同意書を取らせて頂きます。 
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９．秘密の保持について 

入所者及びその家族に関する秘密の保持について、事業者は、入所者の個人情報について

「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努める

ものとします。また、事業者及び従業者は、サービス提供をする上で知り得た入所者及び

その家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続し、事業者は、

従業者に、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者である期

間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用

契約の内容とします。 

 

１０．施設の利用に当たっての留意事項 

（１）介護保険施設においては、他にも大勢入所者がいらっしゃいます。他の方の迷惑に

ならないように、次の項目について留意してください。これらの項目に再三にわたっ

て違反する場合は、退所となることがあります。 

 

来訪・面会 

・面会の時は、その都度事務室前にある面会カードに氏名などを

ご記入のうえ施設職員に声をかけてから、居室にお入り下さい。 

・風邪、その他伝染性疾患にかかっている方はご遠慮下さい。 

・食べ物の持ち込みは、必ず施設職員にご相談ください。また、

飲み込みの悪い入所者も生活しておりますので、他の人に対し

て持ち込み、おすそ分け等はご遠慮下さい。 

※面会カードについては、当施設側の把握の目的で使用している

ものであり、面会状況等の情報を開示するものではありません。 

外出・外泊 

・医師から外出を禁じられている場合を除いて、特に制限はあり

ません。事前に施設職員に外出・外泊届けを出してください。

原則として、家族の付き添いが必要です。 

医療機関への受診 

・傷病等の程度により入所者が医療機関に通院する場合、その介

添えについてできるだけ配慮します。職員による介添えが困難

な場合には、家族等による対応をお願いする場合があります。 

居室・設備・器具の

利用 

・施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用下さい。

これに反したご利用により破損等が生じた場合、賠償していた

だくことがあります。 

喫煙・飲酒 
・敷地内禁煙となっております。飲酒については生活相談員にご

相談下さい。 

迷惑行為等 

・騷音等他の入所者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、

むやみに他の入所者の居室等に立ち入らないようにしてくださ

い。 
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所持品の管理 

・原則入所者及び家族、身元保証人の方の管理とし、必要に応じ

て職員が支援させていただきます。入所者ご本人の管理による

紛失、盗難等に関して、当施設は一切責任を負いません。 

宗教・政治活動 

・施設内で、他の入所者に対する宗教活動、政治活動及び営利活

動はご遠慮下さい。なお、個人の範囲内での信条、宗教を制限

するものではありません。 

 

（２）事業者及びサービス従事者の義務 

① サービスの提供において、入所者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

② 入所者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携のうえ、

入所者から聴取、確認します。 

③ 入所者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の３０日前までに、要介護認定

の更新のための必要な援助を行います。 

④ 入所者に提供したサービスについて記録を作成し、その完結の日から５年間保管す

るとともに、入所者又は身元引受人の請求に応じて閲覧できるものとし、複写物を交

付します。その際印刷にかかる費用として実費をご負担頂きます。 

 

１１．苦情の受付について 

当施設における苦情やご相談は以下の窓口で受け付けいたします。 

 

（１）相談窓口 

施設内苦情相談窓口 

特別養護老人ホームちとせノ杜 

電  話 ： ０２３－６３４－５５２５ 

ＦＡＸ ： ０２３－６３４－５５２０ 

時  間 ： 平日 ８：３０ ～ １７：３０ 

対応者 ： 生活相談員   田村マユミ（苦情受付担当者） 

介護支援専門員 鈴木陽子 （苦情受付担当者） 

＊上記時間外においては、介護職員等の勤務中の職員が受付し、苦情

受付担当者等へ申し送ります。 

＊入所者又はご家族が、常時気付いたことを気軽に伝達できるよう

「意見箱」を施設内に設置しております。 

第三者委員 

松澤 秀司 （落合町４区区長）  

鈴木 和子（千歳地区民生委員）  

第三者委員会は、苦情解決制度に社会性や客観性を確保し、利用者の 

立場や特性に配慮した適切な対応を推進するために設けております。 
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運営適正化委員会 

施設で解決できない苦情は、山形県社会福祉協議会に設置されている 

「山形県福祉サービス運営適正化委員会」に申し立てることができます。 

電 話 ： （０２３）６２６－１７５５ 

ＦＡＸ ： （０２３）６２６－１７７０ 

山形市役所 
山形市福祉推進部 介護保険課・指導監査課 

電 話 ： （０２３）６４１－１２１２ 

時 間 ： 平日 ８：３０ ～ １７：１５ 

国民健康保険団体連

合会 

国民健康保険団体連合会  

電 話 ： （０２３７）８７－８００６（苦情・相談専用） 

時 間 ： 平日 ９：００ ～ １６：００ 

 

（２）   苦情処理を行うための処理体制・手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 相談又は苦情受付担当者は、入所者宅へ連絡し、状況を明確にします。  

② 場合により、入所者宅へ訪問し、詳細に状況を分析し、明確なものとします。  

苦情解決、改善に向けての取り組み 

話し合いの結果、改善事項などの約束がされた場合は、苦情解決に向

けて取り組みが行われます。 

福祉サービス事業者への苦情の申し入れ 

・施設の苦情受付担当者に苦情の申し入れを行います。 

苦情受付担当者 ：田村 マユミ（生活相談員） 

          鈴木 陽子（介護支援専門員） 

第三者委員への報告 

・苦情申出人が第三者委員への報告を承諾し

た場合、苦情受付担当者が苦情内容を報告し

ます。 

第三者委員 ： 松澤 秀司 

  鈴木 和子 

苦情解決責任者への報告 

・苦情内容を苦情解決責任者へ報告します。 

苦情解決責任者 ： 高橋 圭祐（施設長） 

苦情に向けての話し合い 

解決に向けて苦情申出人と苦情解決責任者（必要に応じて第三者委員

も立ち会う）が話し合いを行います。 
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③ 検討は早急に対応し、対応結果は翌日までには具体化し、入所者又は家族にも

納得していただけるよう心がけます。  

④ 発生した内容においては全て記録を残し、再発を防ぎます。 

 

１２．緊急時の対応方法について 

（１）入所者へのサービス提供時において、入所者に病状の急変が生じた場合その他の 

緊急事態が生じたときは、速やかに入所者の家族、主治医に連絡し、受診等の適切 

な対応を行います。 

（２）主治医との連絡及び指示が得られなかった場合には、事業所が定めた協力医療機 

関へ連絡するとともに受診等の適切な対応を行います。 

 

協力医療機関 

医療機関 

医療機関の名称 山形市立病院済生館 

 所在地 山形市七日町一丁目３番２６号 

 電話番号 023-625-5555 

 

歯科医療機関 

医療機関の名称 デンタランドこばやし歯科 

 所在地 山形県山形市桜田南１３−２０ 

 電話番号 023-629-6480 

 

１３．非常災害時の対策 

非常時の対応 別途定める「ちとせノ杜防災マニュアル」等に基づき対応を行います。 

近隣との協力 千歳地区の住民及び消防団に、非常時の相互支援をお願いしています。 

平常時の訓練 
別途定める「ちとせノ杜防災マニュアル」に基づき年２回以上夜間および昼

間を想定した避難訓練を実施します。 

防災設備 

自動火災報知器、非常用放送設備、消火器、煙感知器、スプリンクラー 

非常灯、誘導灯 

※カーテン、布団は防炎性のあるものを使用しています。 

消防計画等 消防署への届出月日：平成２８年 ８月１２日 防火管理者：髙橋 圭祐 

 

１４．事故発生時の対応方法について 

（１）入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、別途定める「事故発

生防止及び事故発生時対応のための指針」及び「事故の発生防止と発生時の対応策

（マニュアル）」に則り、速やかに入所者の家族、山形市に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じます。 
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 （２）事業者の責任により入所者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を

賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 但し、その損害の発

生について、入所者に故意又は過失が認められる場合には、入所者の置かれた心身

の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償額を減じる場合

があります。 

 

１５．運営推進会議の設置 

施設では、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供にあたり、サービスの

提供状況について定期的に報告するとともに、その内容等についての評価、要望、助言を

受けるため、下記のとおり運営推進会議を設置します。 

<運営推進会議> 

構成：入所者、入所者の家族、地域住民の代表者、地域包括支援センター職員      

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者等 

開催：概ね２ヶ月に１回の開催 

会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します。 

 

１６．その他施設の運営に関する重要事項 

 

（１）身体拘束について  

事業者は、原則として入所者に対して身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。

ただし、自傷・他害等のおそれがある場合など、入所者本人または他人の生命・身体に対

して危険が及ぶことが考えられるときは、入所者又は家族に対して説明し同意を得た上

で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、

身体拘束を行う時間、心身の状況及び態様等についての記録を行います。また事業者とし

て、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

① 切迫性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、入所者本人または他人の生命・身体に        

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

② 非代替性･･･ 身体拘束以外に、入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が  

      及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

③  一時性･････入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなっ 

た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

（２）看取り介護について 

「特別養護老人ホームちとせノ杜 看取りに関する指針」に基づく看取り介護を行いま

す。入所者が医師の診断による終末期を迎えられた時、入所者本人及び家族が施設でのタ

ーミナルケアを希望した場合には、入所者の意思と尊厳を守る介護を実施します。 

※ 別紙にて看取り指針についてご説明します。 
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（３）衛生管理について 

サービスを提供する施設、食器その他の設備又は飲用に使用する水について、衛生的な管

理に努め、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じる

とともに、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるなどの密接な連携に努めます。 

 

（４）施設を退所していただく場合 

施設との契約について、契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のよう

な事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮に次のような事項

に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、入所者に退所していただくこと

になります。 

① 要介護認定により入所者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合。 

または要介護１～２で特例入所の要件に該当しないと判定された場合。 

         ② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を 

閉鎖した場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、入所者に対するサービスの提供が不可能に 

なった場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤ 入所者から退所の申し出があった場合（詳細は以下※１をご参照下さい。） 

⑥ 事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下※２をご参照下さい。） 

 

※１ 入所者からの退所の申し出（中途解約・契約解除） 

契約の有効期間であっても、入所者から退所を申し出ることができます。その場合

には、退所を希望する日の３０日前までに解約届出書をご提出ください。但し、以

下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 入所者が連続して３ヶ月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場

合もしくは入院した場合 

③ 事業者もしくは職員が正当な理由なく本契約に定める指定地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護を実施しない場合 

④ 事業者もしくは職員が守秘義務に違反した場合 

⑤ 事業者もしくは職員が故意又は過失により入所者の身体・財物・信用等を傷つ

け、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められ

る場合 

⑥ 他の入所者が入所者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐

れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 
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※２ 事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除） 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

① 入所者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意

にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大

な事情を生じさせた場合 

② 入所者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定

めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ 入所者が故意又は重大な過失により事業者又は職員もしくは他の入所者等の

生命・身体・財物・信用等を傷つけ、著しい不信行為を行うことなどによって、

本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ 入所者が連続して３ヶ月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場

合もしくは入院した場合 

⑤ 入所者が他の介護保険施設、グループホーム、有料老人ホーム等に入所した場

合。 

※ 入所者が病院等に入院された場合の対応について 

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

⚫ 検査入院等、短期入院の場合 

１ヵ月につき６日以内（連続して７泊、複数の月にまたがる場合は連続１３泊）

の短期入院の場合は、退院後再び施設に入所することができます。但し、入院

期間中であっても、所定の居住費及び利用料金をご負担いただきます。 

⚫ 上記期間を超える入院の場合 

上記短期入院の期間を超える入院については、３ヶ月以内に退院された場合

には、退院後再び施設に入所することができます。但し、３ヶ月以内に退院が

見込まれた場合でも、入所者の心身の状況により入所をお断りする場合があ

ります。 

⚫ ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。

この場合には、当施設に再び優先的に入所することはできません。 

 

＜入院期間中の利用料金＞  

入院期間中の利用料金については、所定の居住費及び介護保険から給付される費用の

一部をご負担いただきます。 

また、必要な場合には、おむつは実費にて用意いたします。 
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（５）円滑な退所のための援助 

入所者が当施設を退所する場合には、入所者の希望により、事業者は入所者の心身の状況、

置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を入所者に対して

速やかに行います。 

○適切な病院もしくは診療所又は介護保険施設等の紹介 

○居宅介護支援事業者の紹介 

○その他保健医療サービス又は福祉サービス提供者の紹介 

※入所者が退所後、在宅に戻られる場合には、その際の相談援助にかかる費用として

（介護保険から給付される費用の一部）ご負担いただきます。 

 

（６）残置物の引取について 

入所契約が終了した後、当施設に残された入所者の所持品（残置物）を入所者自身が引き

取れない場合には、身元保証人に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。また、

引き渡しにかかる費用については、入所者又は身元保証人にご負担いただきます。 

 

１７．身元引受人（契約書第１４条参照） 

 入所者には、契約時に入所者の残置物や利用料等の滞納があった場合に備えて、一切の 

残置物の引き取り及び債務の保証人として身元引受人を定めて頂きます。 

・当施設は、「身元引受人」に連絡のうえ、残置物等を引き取って頂きます。 

・また、引渡しにかかる費用については、身元引受人にご負担頂きます。 

 

１８．連帯保証人（契約書第１５条参照） 

 連帯保証人となる方については、本契約から生じる入所者の債務について、極度額 ５

０万円の範囲内で連帯してご負担いただきます。その額は、入所者又は連帯保証人が亡く

なったときに確定し、生じた債務について、ご負担いただく場合があります。 

 連帯保証人からの請求があった場合には、本法人及び施設は、連帯保証人の方に利用料

等の支払い状況、滞納金の額、損害賠償の額等、入所者の全ての債務の額等に関する情報

を提供します。 
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特別養護老人ホームちとせノ杜 看取りに関する指針 

 

１ 目 的 

 入所者及びご家族（身元保証人）が希望される場合には、加齢に伴う機能低下や病

気・外傷による回復不能など、入所者の容態が悪化された時に、痛みや苦痛の症状の軽

減に努め、穏やかで、安らかな日々を過ごしていただくための精神面のケアを中心にし

た看取りを実施します。 

２ 対 象 

（１）看取りについて充分理解し、看取りについて同意があった入所者 

（２）慢性疾患や加齢に伴う機能低下により心身が衰弱し、医学的に回復の見込みが

ないと嘱託医師に診断される状態にある入所者 

３ 基本姿勢 

（１）入所者の人生の歴史を尊重した上でケアを実践します。 

（２）入所者の御家族の思いや願いを汲み取る姿勢で臨みます。 

（３）入所者と御家族の思いが食い違う場合には、入所者の思いを最優先します。 

（４）一貫したケアに努めます。 

（５）ＱＯＬ（Quality of Life：生活の質）を損なわないように、苦痛の除去、安楽

で安心を感じるケアを目指します。 

（６）入所者とともに御家族の精神的負担への対応を意識して実施します。 

４ 実施内容 

（１）当施設は、入所者及びご家族に対し、当施設における看取りの目的を明確に

し、必要が生じた場合は、意思確認をして同意を得ます。 

（２）医師により医学的に回復の見込みがないと判断された時点から終末期ケアを開

始します。 

（３）看取りの実施に当たっては、ケアに携わる全職員が統一した認識を持って計画

を策定し、入所者及びご家族に対し、充分な説明を行い、同意を得ます。ま

た、必要に応じて適宜計画の見直しや変更の際には、入所者及びご家族に対し

説明し同意を得ます。 
 

５ 実施にあたって 

（１）施設整備 

 尊厳ある安らかな最期を迎えていただくために、静養室を提供する等、その人らし

い人生を全うしていただくための環境整備に努めます。また、ご家族の面会や付き添

い等の協力体制に対し、出来る範囲内での設備器具を提供します。 

（２）施設内の連携体制 

 看取りの実施に当たっては、関わる全ての職員で情報の共有化を図り、協力体制を

築きます。協力体制のもと、入所者が安らかな状態を保たれるように状態把握に努

め、随時カンファレンスを行いながら、必要なケアを提供します。 
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（３）看取り介護に関わる以下の記録を整備します。 

① 終末期の身体状況の変化及びこれに対する介護等の経過観察記録 

② 看取り介護の実施についての医師の指示書 

③ 療養や死別に関する入所者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアに 

ついての記録 

④ 終末期ケア計画書の入所者及び家族の同意書 

⑤ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した入所者等の意向と、それに基づくアセス 

メント及び対応についての記録 

（４）職員教育 

 より良い看取りケアを行うため、死生観に関する研修等を行い、看取りについての

理解を深めることに努めます。 

 職員に対し、以下の内容について教育します。 

① 当施設の看取りに関する考え方       

② 終末期の経過（時期、プロセスごと）の考え方  

③ 施設等において、看取りに際して行いうる医療行為の選択肢 

④ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応含む） 

⑤ 入所者等への情報提供及び意思確認の方法 

⑥ 入所者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

⑦ 家族への心理的支援に関する考え方 

⑧ その他看取り介護を受ける入所者に対して、施設の職員が取るべき具体的な対応の 

方法 
 

（５）役割分担 

① 管理者  

・総括 

② 医師 

・終末期ケアへの移行段階の判断 

・家族への説明 

・緊急時や夜間帯の対応と指示 

・協力医療病院との連絡調整 

・カンファレンスの参加 

・死亡確認、死亡診断書等の作成 

③ 生活相談員や介護支援専門員 

・終末期ケア計画書の作成 

・継続的な家族支援 

・緊急時のマニュアル作成と周知 

・カンファレンスへの参加と記録 

・死後のケアとしての家族支援と身辺整理 
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④その他職員 

・食事、排泄、清潔保持等の支援 

・身体的、精神的な緩和ケア 

・カンファレンスへの参加 

・状態観察と経過観察記録や臨終期記録への記載 
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令和   年   月   日 

 

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供開始に当たり、本書面に基づ

いて重要事項について説明しました。 

 

事業者      名 称      社会福祉法人いずみノ杜 

特別養護老人ホームちとせノ杜   

住 所      山形市落合町２０５番地  

理事長        二ッ森 竜也         ○印   

説明者職・氏名   生活相談員・田村マユミ   ○印  

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明及び交付を受け、指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供開始に同意します。 

 

入所者         

 住 所    山形市落合町２０５番地（ちとせノ杜） 

氏 名                      ○印  

 

家 族        

住 所                       

 

    

              氏 名                      ㊞ 

             （入所者との続柄             ） 

  

   連帯保証人 

 

              住 所                        

 

    

              氏 名                      ㊞ 
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関係書類管理委任状 

 

令和   年   月   日 

 

特別養護老人ホームちとせノ杜 

施設長 様 

 

入所者氏名               ㊞ 

 

家族氏名                ㊞ 

            

住所                      

            （入所者との続柄         ） 

 

 

 

私は、下記の行為について委任いたします。 

 

 

 

1. 介護保険被保険者証の預かり、更新・変更の手続き 

介護保険負担割合証の預かり 

 

2. 介護保険負担限度額認定証の預かり（該当する方） 

社会福祉法人等利用者負担軽減確認証の預かり（該当する方） 

 

3. 健康保険証の預かり、後期高齢者医療被保険者証の預かり 

身体障害者手帳の預かり（該当する方）、重度心身障害者医療証の預かり

（該当する方） 

標準負担額減額認定証の預かり（該当する方） 

 

 

 

 

 



23 

 

個人情報使用同意書 

特別養護老人ホームちとせノ杜  

施設長 様 

 

 私（        ）及び家族（        ）は、以下に定める条件のとおり、特別養護老人ホー

ムちとせノ杜が、私と家族の個人情報を下記の利用目的の為に、必要最低限の範囲内で使用、提供又は収集す

ることに同意します。 

記 

 

１．利用期間   介護サービス提供に必要な期間及び契約期間 

２．利用目的 

     （１） 介護保険における介護認定の申請、更新又は変更の為 

     （２） 入所者に関わる地域密着型施設サービス計画書（ケアプラン）を立案し、円滑にサービス

提供される為に実施するサービス担当者会議での情報提供の為 

     （３） 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、保険者（市町村）及びそ

の他社会福祉団体との連絡調整の為 

     （４） 入所者が、医療サービスの利用を希望している場合及び主治医等の意見を求める必要のあ

る場合 

     （５） 入所する施設内のカンファレンスのため 

     （６） 行政の開催する評価会議又はサービス担当者会議において必要とする場合 

     （７） その他サービス提供に必要な場合 

     （８） 上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

３．使用条件 

     （１） 個人情報の提供は必要最低限の範囲内とし、サービス提供に関わる目的以外には決して利

用しないこと。また、入所者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後

においても、関係者以外の第三者に漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

     （２） 個人情報を使用した会議の内容や相手方等について経過を記録し、請求があれば開示する

こと。 

令和   年   月   日 

入 所 者    住  所   山形市落合町２０５番地 （ちとせノ杜） 

氏  名                     ㊞ 

 

家      族    住  所                       

              氏  名                     ㊞ 

                             （入所者との続柄               ） 
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〈写真使用についてのご案内〉 

当施設の事業紹介する用途に限り、施設内外で撮影致しましたご入所者様の映像・写真を

使用させて頂く場合がございます。ご理解・ご協力を頂ければ幸いです。 

 

肖像権使用同意書 

 

 私を撮影した写真・映像を使用することを、理解して同意いたします。この同意によ

り、私本人または第三者から、クレームなどの異議申し立てが一切なされないことを保証

します。 

 

記 

 

1. 特別養護老人ホームちとせノ杜の、ホームページ・パンフレット・社内研修・掲示物・

広報誌に、使用されることに同意いたします。 

2. 使用した広告・映像・印刷物などについて、使用されることによる金銭的対価を求めな

いことに同意します。 

 

 

        令和   年   月   日 

 

 

 

【 事 業 主 】  住所   ： 山形県山形市落合町２０５番 

         事業者名 ： 社会福祉法人いずみノ杜 

         理事長  ： 二ッ森 竜也 

 

 

入 所 者    住  所   山形市落合町２０５番地 （ちとせノ杜）  

 

         氏  名                       ㊞ 

 

家   族  

住  所                         

 

氏  名                       ㊞ 

（入所者との続柄               ） 
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 様    

  緊急連絡先  

    記入日  令和  年   月   日 
      

1 

氏名 
（続柄：      ） 

携帯電話   

住所   電話   

勤務先 
名称 

電話   

2 

氏名 
（続柄：      ） 

携帯電話   

住所   電話   

勤務先 
名称 

電話   

3 

氏名 
（続柄：      ） 

携帯電話   

住所   電話   

勤務先 
名称 

電話   

 

 

  

 

 

 ＊ 上記の連絡先の番号は、緊急時に優先的に連絡する順番を表しております 

 


